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地域連携による所要時間情報提供の実現 
～熊本地震を通した地産地消型ITSの試み～ 
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大規模災害発生後や大規模な集中工事では，従来の定点観測技術による交通状態のモニタリングや通過

所要時間の情報提供は困難である．大規模災害発生直後には一部，通行実績等の情報が提供され始めてい

るものの，リアルタイムな通過所要時間等の提供は不十分である． 
 これまで筆者らは，地域に根ざしたバス事業者と道路会社が連携し，今後の道路交通情報のあり方につ

いて検討を進めてきた．熊本地震発生（2016年4月）を契機に，ドライバーへのリアルタムな通過所要時

間提供を高速道路の路側およびウェブにて開始した．2017年4月現在，九州自動車道では路側に設置した

仮設LED情報板23基で通過所要時間を提供している． 
 本研究では，熊本地震での道路交通情報提供の実態，欧米先進国における近年の道路交通情報提供の動

向を踏まえ，通過所要時間情報提供に至った経緯，取組みの概要を紹介し，今後本格化する高速道路リニ

ューアルプロジェクトをICTの面から支援することを目指して，今後の道路交通情報提供のあり方につい

ての課題を整理した． 
     Key Words : ITS, Connected Vehicle Data, Earthquake 

 
 
1. はじめに 
近年，大規模な自然災害の発生が増加し，災害発生後

の道路交通に関する情報提供が課題となっている．また，

本格的な維持修繕時代を迎え，大規模（長期間，広範

囲）な集中工事が今後益々増加していくことが想定され

る中，集中工事期間における適切な情報提供が求められ

ている． 
従来の高速道路などの高規格道路を対象とした道路交

通情報は，路面や路側に設置された固定のセンサーを用

いた定点観測により収集された情報から，旅行時間や渋

滞状況が推計され提供されてきた．大規模災害発生時や

大規模な集中工事などの本線車線規制を伴う災害や道路

工事が生じた場合には，トラカン等の定点観測が機能せ

ず，道路交通状態のモニタリングはもとより，通過所要

時間等の情報提供が困難な場合がある． 
東日本大震災を契機として，災害発生直後などの道路

交通状況，具体的には通行実績に関する情報や渋滞の程

度に関する情報が提供されつつあるものの，特定の会員

のみのサービスやPC，スマートフォンのみの媒体に限

定されたサービスに留まっており，また，提供されてい

る情報の精度が課題である1)． 
一方で欧米先進諸国においては，今後のコネクティッ

ドビークルや自動運転社会の到来を踏まえ，移動体観測

から収集されたリアルタイムな道路交通情報や市民から

の投稿情報などを組み合わせた新しい交通サービスが広

く普及しつつあり，道路管理者と民間事業者，市民が連

携した災害などにも強い，強靱な道路交通情報のサービ

スが急速に拡大している． 
本研究では，大規模災害における道路交通情報提供の

実態と課題，欧米先進国における近年の道路交通情報提

供の動向を踏まえ，熊本地震発生直後から取り組んだ社

会実験の概要を紹介し，今後本格化する高速道路リニュ

ーアルプロジェクトに対する道路交通情報提供のあり方

について，その課題を整理した． 
 

2. 大規模地震での道路交通情報提供実態と課題 
(1) 大規模地震発生後の道路交通情報提供の実態 

2016年4月14日及び16日，熊本地域を震源とする大規
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模地震が発生した．発災直後から，民間事業者などより

通行実績に関する情報や渋滞状況に関する情報提供が行

われた．具体的には，特定非営利活動法人ITS JAPANで
は発生直後の4月15日から5月10日までの約1ヶ月間，本

田技研工業，パイオニア，トヨタ自動車，日産自動車，

富士通，いすゞ自動車，ボルボグループ（UDトラック

ス）の7社から提供されたプローブ情報を用いた「乗用

車・トラック通行実績情報」をインターネットの専用ポ

ータルサイトにて公開している2)（図-1）．乗用車は過

去3時間の通行実績を表示し，トラックは小型と大型の

識別が可能となっており，トラックに関しては1日分の

通行実績が表示される内容である． 
 

 
図-1 ITSジャパンの｢乗用車・トラック通行実績情報｣ 

（4月16日午前の様子） 
 
トヨタ自動車は，4月20日から｢通れた道マップ｣を提

供している3)．自社の通行実績から通行可能なルートを

表示するとともに，自社プローブ情報から生成された渋

滞状況にJARTICからの渋滞情報及び交通規制情報を組

み合わせ，専用ポータルサイトより提供した（図-2）． 

 
図-2 トヨタ自動車の｢通れた道マップ｣ 

 
ヤフージャパン4)はホンダ技研工業のプローブ情報か

ら生成された通行実績情報とJARTICからの交通規制情

報を組み合わせた｢道路通行実績情報｣を震災後から5月
18日まで，グーグルジャパン5)は同社が運営するクライ

シスレスポンスのインターネットポータルサイトにホン

ダ技研工業のプローブ情報から生成された通行実績を表

示する｢自動車通行実績マップ｣を震災直後から提供した．

ナビタイムジャパン6)は，2016年4月21日よりトラック専

用ナビゲーションアプリ｢トラックカーナビ｣にて，熊本

県と大分県のトラック通行止め情報を考慮したルート案

内を開始している．｢トラックカーナビ｣は，トラックの

通行止め，車高，車幅，重量制限等とVICS配信のリア

ルタイムな渋滞情報を考慮したルート検索及びナビゲー

ションが利用可能なサービスである．参考までにこれら

主要事業者の取組み概要を表-1に整理した． 

一方で道路管理者や交通管理者は，JARTIC経由によ

る通行規制情報のみが提供される状況であった．九州自

動車道や大分自動車道は一部に大きな損傷を負い，交通

観測自体が困難な状態に陥った． 
 

表-1 震災後の主要機関の道路交通情報内容 

 
ITS 

ジャパン 
トヨタ ヤフー グーグル ナビタイム 

通行実績 ○ ○ ○ ○ × 

渋滞 × ○ × × ○ 

交通規制 ○ ○ ○ × ○ 

旅行時間 × × × × ○ 

ルート検索 × × × × ○ 

車種 ○ × × × 大型 

その他 － 
ナビアプリ 

有り 
－ － 

ナビアプリ 

のみ 

注）各社記者発表資料等から筆者ら作成 

 
(2) 大規模地震発生後の道路交通情報提供の課題 
熊本地震の経験を通して，高速道路に関連した道路交

通情報に関する課題を整理すると，大きくは，情報の精

度，提供される媒体と対象に集約される． 
 図-3は，NEXCO西日本管内のトラカンの設置状況を

示したものである．管内のトラカンには，設置区間の道

路交通状況に応じて，交通量計測を目的としたトラカン

（主に郊外部区間）と，これに加えて渋滞検知も目的と

したトラカン（近畿地方，広島，福岡等の都市部区間）

がある．渋滞検知用のトラカンが整備されている区間は，

管内の全区間延長（約3,400km）の約18%にとどまって

いる．渋滞検知用トラカンは2km の間隔で設置されてお

り，機器の設置間隔に応じて渋滞の正確な発生状況や起

終点位置のを把握は困難可能である ． 
一方で今回の熊本地震に関連し大きな災害を受けた九

州自動車道の熊本地域には渋滞検知のトラカンはなく，

渋滞状況の把握が困難であった．また，発生後からの交

通規制により日々変動する旅行時間の把握も困難であり，

震災直後や震災後の旅行時間の把握，その精度確保が課

題であった． 
また，震災直後から提供された道路交通情報は，スマ

ートフォンやPCサイトなどで提供されており，肝心の

高速道路を走行中のドライバーは路上で情報を得ること
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ができない点が課題であった． 
 

 

図- 3  NEXCO西日本管内のトラカン設置状況 

 
3. 欧米先進国でのリアルタイム道路交通情報の

動向 
急速なITの進展，今後のコネクティッドビークルや自

動運転社会の到来を見据え，道路管理者と民間事業者が

連携した新しい取組み，新しいビジネスモデルが欧米先

進諸国を中心に急速に普及，浸透している． 
サンフランシスコ都市圏の交通計画や交通情報を所管

するMTC（Metropolitan Transportation Commission）におい

ては，定点観測の維持管理コストが課題となり，また更

新自体が立ち行かない事態となり，都市圏内のリアルタ

イムな交通状況を提供するポータルサイトである511の
情報ソースは，民間プロバイダーから購入したリアルタ

イムな情報に変更している（図-4）．なお，切り替え当

初はINRIX社9)の情報を利用していたものの，2015年から

はHERE社の情報を採用している． 
 

 

図- 4 サンフランシスコの511ポータルサイト
7) 

サンフランシスコ都市圏は従来のトラカン装置，管制

センターなど自前の交通管制整備全て廃止した世界でも

希な地域であり，担当者の話では，旅行時間や渋滞の精

度が向上し，年間の維持管理が大幅に削減されたとのこ

とであった．なお，施策の事後評価や渋滞ランキングな

どのパフォーマンス指標には，現在もデータ継続性の観

点からINRIX社のデータを用いているとのことであった． 
 フロリダDOT（交通省）は，道路交通情報の効率化，

高度化を目的として，移動体観測データ，ドライバーか

らの投稿情報，ブルートゥース等のパケットセンサーデ

ータ，固定観測データなどを組み合わせた道路交通情報

提供に取り組んでいる．リアルタイムな渋滞情報は

HERE社のプローブ情報を採用しており，事故や工事等

の情報はWazeアプリから収集された一般投稿の情報を

活用している．プローブ情報が疎なエリアにはブルート

ゥース等のパケットセンサーデータで補完している．プ

ローブ情報の選定においては，TomTom社9)，INRIX社，

HERE社などのプローブ情報を比較検証した上で，精度

やコスト面などからHERE社のデータを選定した．また，

DOTは郡や市に対してHERE社のデータを推奨データと

して通知しているとのことであった． 
 

 

図- 5 フロリダの511ポータルサイト
8) 

 
 ドイツのベルリンでは，交通管制を行わずに，データ

収集，加工，提供を行う組織を設立し，2000年12月から

本格運営を行っている10)．ベルリン州が初期投資し，

PPPの枠組みでベルリン交通マネジメントセンター

Verkehrs ManagementZentrale Berlin(VMZ Berlin)を運営

している．市内のタクシーやTomTom社等のプローブ情報，

自設の定点観測データ，公共交通の運行データ，カーシ

ェア等の情報などを含むマルチモーダルな情報提供を行

っており，2016年7月19日からは専用アプリでの情報提

供を行っている11)． 

 

写真-1 VMZのコントロールセンターの様子 
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図-6 ベルリンVMZのマルチモーダル情報 

ポータルサイト12) 

 
4.  熊本地震発生後の地産地消型ITSの取組み 
(1) 導入目的と概要 
図-3で示したように旅行時間を把握できる区間は限定

的である．一方，九州地域においては，1990年代に高速

バスによるバスロケーションシステムが構築されており，

例えば，九州自動車道上り（鳥栖→太宰府間）では日中

2～3分の頻度で高速バス（観光バス除く）が運行してい

る． 
このような背景の下，九州では2011年より高速道路管

理者とバス事業者とが連携し，トラカンに依存しない多

様な観測システムを活用した｢新たな道路交通情報サー

ビスの構築｣に取り組んできた．図-7は，今回の情報収

集・提供の取組みの枠組みを示したものである．高速道

路の交通状態を日々モニタリングする上では，高速バス

や長距離トラックのプローブ情報が効率的である．九州

自動車道を対象とした試算では，九州バス協会に加盟し

ている高速バス1台のプローブ情報は，自家用車（A
社）の2,500台規模に相当することが明らかとなってい

る． 
そこで筆者らは，九州バス協会が導入している高速バ

スのリアルタイム位置情報からIC間の通過所要時間及び

平常時に対する増加時間を，高速道路路側の仮設LED情
報板に，およびNEXCO西日本が運営している専用ポー

タルサイトであるiHighwayに提供するシステムを構築し

た． 
 

 
図-7 地元交通事業者と連携した地産地消型ITS 

 

 (2) 震災後の道路交通情報提供の概要 
熊本地震の発生により九州自動車道の植木IC～八代IC

間（56km）の盛土のり面や橋梁，跨道橋等で損傷が発

生した．震災当初は7路線，599kmが通行止めとなり，

その後4月29日に九州道を全線一般開放，5月9日に大分

道を全線一般開放した13)． 
しかしながら，九州道の通行止めが解除された後も，

復旧作業のため一部の区間において終日対面通行規制

（片方向1車線）及び通行制限（速度規制，重量車両通

行制限）が長期間にわたり継続するため，NEXCO西日

本では九州バス協会の協力を得て構築した仕組みを実運

用し，震災直後からiHighwayにて区間毎の通過所要時間

をリアルタイムに提供している． 
震災当初は，渋滞発生のボトルネックが対面通行箇所

に限定されており，主要なICから工事区間の手前までの

所要時間と，工事区間を越えたICまでの所要時間の情報

提供することによって，工事区間の遅れ時間を瞬時に把

握出来るように工夫した（図-8）． 
 

 

図-8 震災復旧工事期間の通過所要時間提供 
（iHighwayによる提供画面，2016年7月28日） 

 

 
写真-2 仮設LED板を用いた通過時間情報提供 
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写真-3 通過所要時間の増加時間を提供する情報板 

 
また，高速道路を走行するドライバーへの情報提供サ

ービス向上を目的に，本線の路側に仮設LED情報板を設

置し，次のICまでの通過所要時間（直前の実績値，写真

-2），増加時間（同，写真-3）を提供している．2017年4
月時点で本線上の23箇所にて通過所要時間の情報提供を

行っている． 
その後，ボトルネックとなる車線規制の区間が複数と

なり，図-9に示すような対面通行区間を含む前後数区間

を対象に各IC間の通過所要時間と車線規制の内容を一緒

に表示するよう改良を施している14)． 
 

 

図-9 改良された通過所要時間案内のポータルサイト14) 

 
(3) これまでの知見 
熊本地震を契機に九州地域においては，地域に根ざし

た資産を活かし，道路管理者と交通事業者が連携するこ

とで，大規模災害に強い強靱な道路交通情報の提供が実

現している． 

従来の定点観測を基本とした道路交通情報提供のシス

テムに対して，これまでの約1年間の実運用を通して下

記の点が確認された． 
・ 情報提供の実現：震災発生後においてもトラカンが

疎なエリアにおいては，通過所要時間の提供は困難

であったと想定される．新たな車両感知器の設置を

必要とせず，短期間で通過所要時間の情報提供が可

能となった． 
・ 情報提供の自動化：トラカンが疎なエリアにおいて

は，GWやお盆等で車線規制が生じた場合，従来は

人手により設定された通過所要時間が提供されてい

た．移動体観測により収集された通過所要時間の提

供の自動化が可能となっている（図-10は2016年6月
～7月の2ヶ月間に観測された所要時間の平均及び最

大の時間帯別所要時間である）． 
・ ドライバーに対する情報提供の実現：大規模災害発

生直後には，特定の媒体に限定され情報提供が行わ

れていたものの，本線路側での提供により，高速道

路を利用する全てのドライバーへの提供が実現して

いる． 
・ 管理の効率化：従来は道路管制センターでの情報把

握が主体であったが，道路管理者やお客さまセンタ

ーなど関係者全てがいつでもどこでもリアルタイム

に交通状況を確認出来きるため，迅速かつ的確な高

レベルのお客様対応が可能となっている． 
 

 
図-10 震災復旧工事期間の通過所要時間実績 

注）2016年6月～7月期間の平均所要時間と期間中最大所要時間 

  

なお，九州自動車道の益城熊本空港インターチェンジ

から松橋インターチェンジ間の約17kmで終日２車線規制

が行われていたが，2017年4月28日までに復旧工事が完

了し，翌日から4車線として運用される予定である15)． 

 

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 6 

5. まとめ 
本研究では，大規模災害での道路交通情報提供の実態

を整理し，欧米における先進的な道路交通情報提供の動

向を踏まえ，熊本地震での震災後の地産地消型ITSの取

組みとそこから得られた知見をとりまとめた． 
熊本地震での経験を通して，今後の道路交通情報の課

題を以下に整理した． 
・ 今後増大する大規模修繕等に備え，従来のトラカン

主体の定点観測では十分に機能しないため，次世代

型の観測体制を早急に整備する必要がある． 
・ 大規模災害や修繕においては長期間にわたり車線規

制などが生じ，日々渋滞が発生しその変動が激しい

ことが想定される．一般道を含む迂回路へのダイナ

ミックな交通誘導など，高速道路と一般道路の一体

活用を目指す交通マネジメントの実施が重要である． 
・ 過去の大規模な集中工事，災害時等の道路交通状況

を蓄積したナレッジマネジメントの実践が重要であ

る． 
今後，他の大規模集中工事に対し，プローブ情報が疎

な区間に対する他の交通事業者や運輸事業者（例えば物

流車両）との連携，道路管理者間で連携したETC情報の

利活用，Wifiやブルートゥース等の新たなデバイスを組

み合わせた通過所要時間精度の向上，コネクティッドビ

ークル情報を活用した渋滞末尾情報の提供による安全運

転支援サービスの導入，災害時等の一般道を含めた交通

マネジメント，管理車両運行管理の高度化などの実現を

関係機関の協力を得ながら進めていく予定である． 
 
注１）HERE社はダイムラー，アウディ，BMW等のプロ

ーブ情報と，米国においてはインターステート等

のトラカン情報を組み合わせて生成された旅行時

間情報を提供するビジネスを展開している 
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